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　周知のように，IAS 第 19 号「従業員給付」 1）は，主に拠出建制度（deﬁned 





　ハイブリッド制度に対しては，2008 年 3 月に公表された IASB 討議資料
「IAS 第 19 号『従業員給付』の改訂に係る予備的見解」 2）において提案されて
いた「拠出ベース約定」（contribution-based promise）という概念 3）を用い
て，基準化を試みたが，「拠出ベース約定――DP には，拠出ベース約定に関









見直しを行おうと，議論が展開されている．本稿では，2015 年 11 月および





　ハイブリッド制度とは，DC 制度と DB 制度の特徴を併せ持つような制度を
いう．具体的には，リターンが保証された制度やキャッシュ・バランス・プラ
ン 5）のような制度をいい，基本的特徴，バリエーションおよび一般的に用いら
れている国をまとめると次のようになる（15A, Appendix A を参照）．
2．ハイブリッド制度の現状
　DB 制度が減少し，DC 制度やハイブリッド制度が増加する世界的な動向が
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伝統的な DB 制度からの移行を含め，84 のハイブリッド制度が存在し，2013
年，現在も新たな従業員に対して開放されていた（15A, par. 20） 6）．
　米国の労働省によって提供されているデータによれば，全ての制度のうち，
DC 制度の比率は 2002 年の 54% から 2012 年の 61.2% に増加した．DB 制度の
うち，キャッシュ・バランス・プランの比率は，2002 年の 23.7% から 2012 年
の 31.7% に増加した（15A, par. 21） 7）．
　日本における政府統計もまたキャッシュ・バランス・プランに対して，同じ
ような傾向を示している．2012 年に公表されたデータによると，1000 人以上
の従業員がいるエンティティでは，DB 制度の 53.3% がキャッシュ・バラン








データによれば，330 の制度がハイブリッド制度であり，5530 の DB 制度が存
在する（15A, par. 23） 10）．
　非公式のアウトリーチで獲得した情報を結合すると，DC 制度への強い世界
的な動向がある．PwC による世界的調査では，ほとんどの多国籍エンティ
















れる，あらゆる形態の対価をいい（IAS 19 par. 8），退職後給付とは，雇用関
係終了後に支払われる（解雇給付および短期従業員給付以外の）従業員給付を
いう（IAS 19 par. 8）．
　退職後給付制度とは，一人または一人以上の従業員に対して，エンティティ
が退職後給付を提供する，公式または非公式の取り決めをいい（IAS 19 par. 
8），その主要な規約や条件に由来する制度の経済的実質により，DC 制度また





義し（IAS 19 par. 8），DC 制度以外の退職後給付制度は，DB 制度となる．
　DC 制度においては，エンティティの法的債務または推定上の債務は，エン
ティティが基金に拠出をすることに同意した金額に限定される．したがって，























19 の第 83-86 項に準拠して，債券の利率によって割り引いて，給付建債務























クフリー証券（instrument）に対しては 5% であり，IAS 19 のもとで割引率
を決定するために用いる債券に対しては，5.8% である．
（d）エンティティは，1 年の当該資産の公正価値は CU108 であると見積もる
（8% のリターンを仮定する）．したがって，エンティティは，その時点で
CU108 の給付を従業員に支払うと見積もる（仮に資産の公正価値が CU108 よ
りも高いまたは低い場合には，支払われる金額は，より高いまたは低い金額と
なる）（15, Appendix C6）．
　IAS 19 を適用する場合，エンティティはキャッシュ・フローを CU108 と見
積もり，それらを 5.8% で割り引き，結果 DBO は，CU102 と測定される．こ
の測定は，2 つの批判の対象となる．





















高い方を保証する場合）に関連する．2008 年 DP において提案されたモデル
では，いずれか高い方のオプションを主たる DB 約定から分離して認識し，給
付約定の規定が変更されないことを仮定していずれか高い方のオプションを公
正価値で測定することをエンティティに要求する．主たる DB 約定は，IAS 




























































































































































































できる．「現実世界」（real world）のキャッシュ・フロー CU108 は，現実世
界の 8% で割り引くことができ，または「確実性等価」（certainty equivalent）
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Ⅴ　むすびにかえて
　2016 年 11 月に公表された IASB Work Plan 2017-2021-Feedback State-






30 および p. 32）．おそらく，近いうちに，問題の解決が図られると考えられる
が，結論的にどのような結論が得られるのか，今後も注視したい．
【注】
 1）  IASB, IAS 19 Employee Beneﬁts, June 2011. （以下，IAS 19 とする．）翻訳にあ
たっては，企業会計基準委員会・財務会計基準機構監訳（2016）を参照した．な
お，解説については，前田啓（2011）を参照．
 2）  IASB, Discussion Paper, Preliminary Views on Amendments to IAS 19 Employee 
Beneﬁts, March 2008. （以下，DP とする．）詳細については，今福愛志稿「国際会
計基準「従業員給付」の討議資料の問題提起―給付約定の会計への転換の意義―」
『みずほ年金レポート』2008 5／6 を参照．
 3）  IASB における「拠出ベース約定」の概念形成に関しては，拙稿『「拠出ベース約
定」に関する一考察――IASB 会議とコメントレターを手がかりとして――』退職
給付会計プロジェクトチーム報告書『退職給付会計の課題の考察』第 5 論文，一般
社団法人年金綜合研究所，2015 年 4 月．また，IASB 会議の詳細な議論について
は，次を参照．山田辰巳著『IFRS 設定の背景～基本事項の決定・従業員給付～』
第 2 部第 4 章，税務経理協会，2013 年 4 月．
 4）  主に，次の 3 つの staﬀ paper をいう．
  ・ IASB, Research Project : Post-employment beneﬁts : Global trends in pensions, 
Agenda ref 15A, November 2015.
  　 （http://www.ifrs.org/Meetings/MeetingDocs/IASB/2015/November/
AP15A-Research-on-post-employment-beneﬁts.pdf）（以下，15A とする．）
  ・ IASB, Research Project : Post-employment benefits : Potential models that 
might address the issue of contribution-based promises and other hybrid plans, 
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Agenda ref 15B, November 2015.
  　 （http://www.ifrs.org/Meetings/MeetingDocs/IASB/2015/November/
AP15B-Research-on-post-employment-beneﬁts.pdf）（以下，15B とする．）
  ・ IASB, 2015 Agenda Consultation : Comments received on research project on 
post-employment beneﬁts, Agenda Paper 15, May 2016.
  　 （http://www.ifrs.org/Meetings/MeetingDocs/IASB/2016/May/AP15-Post-em-
ployment-beneﬁts-AC.pdf）（以下，15 とする）
 5）  キャッシュ・バランス・プランについては，日本の論点整理のなかでふれられてい
る（「退職給付会計の見直しに関する論点の整理」【論点 8】キャッシュ・バラン
ス・プランの会計処理と表示）．
 6）  Staﬀ Paper によれば，次の資料を参照．
   http://www.gasb.org/cs/ContentServer?c=Document_C&pagename=FASB%2F-
Document_C%2FDocumentPage&cid=1176166109926
 7）  Staﬀ Paper によれば，米国の労働省の Web ページにある次の資料を参照．
   https://www.dol.gov/agencies/ebsa/researchers/statistics/retirement-bulle-
tins#planbulletins
 8）  Staﬀ Paper によれば，次の Web ページにある資料を参照．
  http://www.jinji.go.jp/toukei/taisyokukyuufu/taisyokukyuufu_ichiran.htm
 9）  Staﬀ Paper によれば，次の資料を参照．
  http://www.ons.gov.uk/ons/dcp171778_417405.pdf
 10）  Staﬀ Paper によれば，次の資料を参照．
   http://www.thepensionsregulator.gov.uk/doc-library/dc-trust-a-presentation-of-
scheme-return-data-2014
 11）  Staﬀ Paper によれば，次の Web ページを参照．
   http://www.pwc.com/gx/en/services/people-organisation/publications/glob-
al-pensions-survey.html
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・ 今福愛志（2008）「国際会計基準「従業員給付」の討議資料の問題提起―給付約定の会計
への転換の意義―」『みずほ年金レポート』2008 5／6




法人年金綜合研究所 2015 年 4 月．
・ 前田啓（2011）「IAS 第 19 号「従業員給付」の改訂の解説」『季刊会計基準』第 35 号，pp. 
76-83．
・ 山田辰巳（2013）『IFRS 設定の背景～基本事項の決定・従業員給付～』税務経理協会 2013
年 4 月．
Study on hybrid plans in IAS 19 ‘Employee Beneﬁts’ 
by 
Takashi Watanabe
　The purpose of this paper is to consider hybrid plans in IAS 19 ‘Employee 
Benefits’. This paper takes up IASB staff paper for the estimates of cash 
ﬂows are inconsistent with the discount rate. In particular, this paper dis-
cusses following model.
（i）fair value model





（vi）‘capped’ ultimate costs adjustment model
